
平成２５年度第５回理事会次第  
 
 

                   日 時：平成２６年２月２８日（金）１５時～ 
場 所：（一社）静岡県設備設計協会事務所 

 
１ 開会               
 
２ 会長挨拶             
 
３ 定足数確認 
 
４ 議長選出                

 
５ 議事録署名人の選出           
 
６ 議  事                
 ＜決議事項＞ 

第１号議案 第２回平成２６年度通常総会について 
第２号議案 平成２６年度事業計画について 
第３号議案 平成２６年度収支予算について 

  第４号議案 共同事業推進委員会について 
  第５号議案 地区会について 
  第６号議案 会員の入会審査について 
 ＜報告事項＞ 
  （１）業務執行理事の職務執行状況報告について 
  （２）東海４県技術連絡会・意見交換会について 
  （３）特記仕様書作成事業収支計算書(案)について 
  （４）平成２５年度法人税について 
  （５）会員の退会について 
  （６）各委員会報告について 
  （７）各地区会報告について 
  （８）協会経理について 
  （９）その他 
 
７ 閉会  



（第１号議案） 
 

第２回平成２６年度通常総会について 
 
１ 日時  

平成２６年５月２３日（金） 
（総会）  １５：３０～１６：４５ 

  （懇親会） １７：００～１９：００ 
 

※総会前に業務執行理事会を開催する（１４：３０～１５：１５） 
 
２ 会場 

クーポール会館 
 
３ 議題 
（１）決議事項 

① 第１号議案 平成２５年度収支決算書の承認に関する件 
  

（２）報告事項 
① 平成２５年度事業報告について 
② 平成２６年度事業計画について 
③ 平成２６年度収支予算について 

  ④ 新会員の入会について 
  ⑤ 平成２６年度理事会の開催予定について 
  ⑥ 事務局の体制について 
 
４ 開催通知宛先 
（１）正会員 
（２）賛助会員 
（３）理事 
（４）監事 
（５）来賓 
  ① 顧問 県議会議員 天野 一 様  
  ② 静岡県経営管理部財務局設備課課長 稲葉 洋幸 様 
  ③        〃      班長 石川 達也 様 
 
 
 ※受付 総務委員 ２～3 名 
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（第２号議案） 

 

平成２６年度事業計画書（案） 

 

 当協会は、昭和４０年４月に創立し、建築設備設計技術の向上や快適な生活環境の創造に寄与し

てきていたが、社会の多様化、高度化が進み、ユニバーサルデザインに沿った執務環境の構築、大

規模地震などに対する防災対策、あるいは二酸化炭素などによる地球環境問題への取組みなど新た

な社会的要請の高まりの中で、広く公益性に富んだ事業活動を推進するとともに、会員の資質の向

上を図り、もって県民の安全・快適で豊かな生活の確立に寄与するため、平成１３年２月、社団法

人の設立許可を受けた。 

 また、平成２０年１２月１日に施行された公益法人制度改革３法への対応を図るべく、新法人へ

の検討を行い、平成２５年４月１日一般社団法人へ移行した。 

 新しい定款では、建築設備等の知識に関する普及啓発及び情報の提供、社会的要請に応えるため

の建築設備等の技術に関する調査研究、建築設備相談会の開催等地域社会に貢献する事業などを掲

げ、毎年度の事業計画で具体的な事業内容を策定し、これらの事業を推進することとしている。 

  

１ 普及啓発事業 

建築設備等の知識に関する普及啓発及び情報の提供を行う。 

（１）広報誌発行事業 

   広報誌「風とあかり」を年１回発行し、建築設備に関わる最新の技術や省エネルギー対策の

紹介などの技術情報の提供を行う。 

（２）ホームページ運営事業 

ホームページを充実させ、広く県民に協会に関する情報や建築設備に関する技術情報の提供 

を行う。 

特に、賛助会員などの協力も得て建築設備に関する最新技術情報の提供を行うとともに、親 

しみやすい、読みやすいコンテンツも掲載する。 

（３）分離発注促進事業 

   冊子「設備設計・監理受注実績」を発行し、関係先へ配付を行い、設備設計の分離発注によ 

り建築設備の長寿命、省エネルギー化などを的確に進めることへの理解を促進する。 

 

２ 調査研究事業 

社会的要請に応えるための建築設備等の技術に関する調査研究を行う。 

（１）建築設備設計技術向上事業 

   省エネルギーを考慮した施設や新エネルギーの利用を促進した施設の現地研修会や、二酸化 

炭素削減対策や省エネルギーの向上などについての技術講習会を通じてより良い建築設備 

設計技術の向上を目指す。 

（２）設計施工技術共同研修事業 

   設備工事施工団体との共同事業により建築設備の設計及び施工技術に関する共同研修を行い、

お互いの技術の研鑽を図る。本年度は視察研修を行う。 
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３ 地域社会貢献事業 
建築設備相談会の開催等地域社会に貢献する事業を行う。 

（１）建築設備無料相談事業 

   建築設備についての新築計画、リニューアル又は現設備に係るトラブルなどに対するアドバ

イスのための無料相談コーナーをホームページ上に開設する。 

   また、必要に応じ現場での出張相談も行う。 

 

４ その他事業 

その他この法人の目的を達成するために必要な事業を行う。 

（１）ボランティア活動事業 

   様々なボランティア活動を通じて広く地域社会に貢献する。 

  ① 地域の清掃活動などを通じて環境保全の向上を図る。 

② 福祉団体やボランティア団体との交流、情報交換等を行い協力、援助をしていく。 

（２）他団体等との情報交換事業 

   建築５団体賀詞交歓会、賛助会員との会員研修会、県担当課との意見交換会、東海４県会長

会議などを通じて建築設備設計に関わる情報交換を行い法人の事業活動の推進に資する。 

 

５ 法人管理事業 

理事会、総会、業務執行理事会などの会議の開催、事務局事務などを通じて法人の全般的な管

理運営を行う。 
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（第３号議案） 
 
 

平成２６年度収支予算書（案） 
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（円）

科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　減 備　　　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１　事業活動収入

　(1)　入会金収入 0 0 0

　(2)　会費収入 5,800,000 5,940,000 △ 140,000

　　①　正会員会費収入 1,400,000 1,500,000 △ 100,000 50,000円×28事務所

　　②　賛助会員会費収入 4,400,000 4,440,000 △ 40,000 40,000円×110社

　(3)　事業収入 2,270,000 1,790,000 480,000

　　①　普及啓発事業収入 700,000 700,000 0

　　　・広報誌発行事業収入 700,000 700,000 0 広告料

　　②　調査研究事業収入 800,000 0 800,000

　　　・設計施工技術共同研修事業収入 200,000 0 200,000

      ・設備診断事業収入 600,000 0 600,000 H25年度県委託事業収益金

　　③　地域社会貢献事業収入 0 200,000 △ 200,000

　　　・分煙技術支援事業収入 0 200,000 △ 200,000 業務委託費

　　④　その他事業収入 770,000 890,000 △ 120,000

　　　・情報交換事業収入 770,000 890,000 △ 120,000 賀詞交換会・会員研修会会費

　(4)　負担金収入 330,000 325,000 5,000

　　①　負担金収入 330,000 325,000 5,000 総会懇親会負担金１回

　(5)　雑収入 50,400 50,600 △ 200

　　①　受取利息収入 400 600 △ 200

　　②　雑収入 50,000 50,000 0

　　　事業活動収入計 8,450,400 8,105,600 344,800

　２　事業活動支出

　(1)　事業費支出

　　①　普及啓発事業支出 1,325,000 1,225,240 99,760

　　　・広報誌発行事業支出 1,092,000 992,000 100,000 印刷費、送付代等

　　　・ホームページ運営事業支出 170,000 170,000 0 維持委託料

　　　・分離発注促進事業支出 63,000 63,240 △ 240 印刷費等

　　②　調査研究事業支出 640,500 203,000 437,500

       ･設計技術向上事業支出 217,000 164,000 53,000 委員会交通費、会場費等

　　　・設計施工技術共同研修事業支出 423,500 39,000 384,500 委員会交通費等

　　③　地域社会貢献事業支出 10,000 130,000 △ 120,000

　　　・建築設備無料相談事業支出 10,000 10,000 0 交通費

　　　・住まい博開催事業支出 0 0 0

　　　・分煙技術支援事業支出 0 120,000 △ 120,000 交通費、謝礼

　　④　その他事業支出 1,449,000 1,676,600 △ 227,600

　　　・ボランティア活動事業支出 110,000 110,000 0 交通費

　　　・情報交換事業支出 1,339,000 1,386,600 △ 47,600 会場費、住振協会費等

　　　・特記仕様書作成事業支出 0 180,000 △ 180,000

　　　事業費支出計 3,424,500 3,234,840 189,660

平成２６年度収支予算書（資金収支ベース）
平成26年４月１日から平成27年３月31日まで
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科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　減 備　　　　考

　(2)　管理費支出

　　①　給料手当支出 1,200,000 1,680,000 △ 480,000 事務員

    ②　通勤費支出 96,000 102,000 △ 6,000 事務員

　　③　福利厚生費支出 20,000 20,000 0

　　④　会議費支出　 707,000 507,000 200,000 総会１回

　　⑤　旅費交通費支出 354,000 354,000 0 理事会、役員

　　⑥　通信運搬費支出 169,425 169,425 0 電話、プロバイダー等

　　⑦　消耗品支出 70,000 70,000 0 文具等

　　⑧　印刷製本費支出 50,000 50,000 0 デジタル複合機使用料

　　⑨　新聞購読料支出 60,000 60,000 0 建通新聞

　　⑩　光熱水料費支出 63,000 63,000 0 電気、水道、下水道

　　⑪　賃借料支出 1,152,900 1,127,700 25,200 事務所家賃、パソコンリース等

　　⑫　租税公課支出 670,000 340,000 330,000 法人税

　　⑬　負担金支出 44,125 44,125 0 建築物安全確保支援協会会費

　　⑭　委託費支出　 150,000 150,000 0 会計処理委託

　　⑮　慶弔費支出 120,000 120,000 0

　　⑯　手数料支出 10,000 10,000 0

　　⑰　雑支出 30,000 30,000 0

　　　管理費支出計 4,966,450 4,897,250 69,200

　　　事業活動支出計 8,390,950 8,132,090 258,860

　　　　事業活動収支差額 59,450 △ 26,490 85,940

Ⅱ　投資活動収支の部

　１　投資活動収入

　　　　投資活動収入計 0 0 0

　２　投資活動支出

　　　　投資活動支出計 0 0 0

　　　　投資活動収支差額 0 0 0

Ⅲ　財務活動収支の部

　１　財務活動収入

　　　　財務活動収入計 0 0 0

　２　財務活動支出

　　　　財務活動支出計 0 0 0

　　　　財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ　予備費支出 0 0 0

　　　　当期収支差額 59,450 △ 26,490 85,940

　　　　前期繰越収支差額 451,884 478,374 △ 26,490

　　　　次期繰越収支差額 511,334 451,884 59,450
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（２６0２２４）

平成２６年度収支予算（資金収支ベース）事業活動収入集計

事業活動収入
大科目 中科目 金額

会費収入 5,800,000
正会員会費収入 1,400,000
賛助会員会費収入 4,400,000

事業収入 2,270,000
普及啓発事業収入 700,000
　　広報誌発行事業収入 700,000
調査研究事業収入 800,000
　　設計施工技術共同研修事業収入 200,000
    設備診断事業収入 600,000
その他事業収入 770,000
　　情報交換事業収入 770,000

負担金収入 330,000
負担金収入 330,000
　　総会懇親会収入 330,000

雑収入 50,400
受取利息収入 400
雑収入 50,000

8,450,400合　　　計
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(単位：円）

普及啓発 調査研究 地域社会 その他 共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

受取会費 0 0 0 0 0 0 5,800,000 0 5,800,000

正会員受取会費 1,400,000 1,400,000

賛助会員受取会費 0 4,400,000 4,400,000

事業収益 700,000 800,000 0 770,000 0 2,270,000 0 0 2,270,000

普及啓発事業収益 700,000 700,000 700,000

調査研究事業収益 800,000 800,000 800,000

地域社会貢献事業収益 0 0 0

その他事業収益 770,000 770,000 770,000

受取負担金 0 0 0 0 0 0 330,000 0 330,000

受取負担金 0 330,000 330,000

雑収益 0 0 0 0 0 0 50,400 0 50,400

受取利息 400 400

雑収益 0 50,000 50,000

経常収益計 700,000 800,000 0 770,000 0 2,270,000 6,180,400 0 8,450,400

（２）経常費用

事業費 1,325,000 640,500 10,000 1,449,000 0 3,424,500 0 3,424,500

会議費 48,000 56,000 1,026,000 1,130,000 1,130,000

旅費交通費 125,000 473,500 10,000 338,000 946,500 946,500

通信運搬費 93,500 93,500 93,500

消耗品費 6,000 6,000 6,000

印刷製本費 861,500 31,000 892,500 892,500

賃借料 20,000 5,000 25,000 25,000

諸謝金  30,000 30,000 30,000

支払負担金　 70,000 70,000 70,000

委託費 191,000 191,000 191,000

雑費 30,000 10,000 40,000 40,000

管理費 5,002,393 0 5,002,393

給料手当 1,200,000 1,200,000

通勤手当 96,000 96,000

福利厚生費 20,000 20,000

会議費 707,000 707,000

旅費交通費 354,000 354,000

通信運搬費 169,425 169,425

減価償却費 35,943 35,943

消耗品費 70,000 70,000

印刷製本費 50,000 50,000

新聞購読料 60,000 60,000

光熱水料費 63,000 63,000

賃借料 1,152,900 1,152,900

租税公課 670,000 670,000

支払負担金　 44,125 44,125

委託費 150,000 150,000

慶弔費 120,000 120,000

手数料 10,000 10,000

雑費 30,000 30,000

経常費用計 1,325,000 640,500 10,000 1,449,000 0 3,424,500 5,002,393 0 8,426,893

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 625,000 159,500 △ 10,000 △ 679,000 0 △ 1,154,500 1,178,007 0 23,507

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 625,000 159,500 △ 10,000 △ 679,000 0 △ 1,154,500 1,178,007 0 23,507

当期一般正味財産増減額 △ 625,000 159,500 △ 10,000 △ 679,000 0 △ 1,154,500 1,178,007 0 23,507

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで

平成２６年度収支予算書（損益ベース）

法人会計 内部取引控除 合計科     目
その他会計
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（２６０２２４）

平成２６年度収支予算（損益ベース）経常収益集計

経常収益
大科目 中科目 金額

受取会費 5,800,000
正会員受取会費 1,400,000
賛助会員受取会費 4,400,000

事業収益 2,270,000
普及啓発事業収益 700,000
　　広報誌発行事業収益 700,000
調査研究事業収入 800,000
　　設計施工技術共同研修事業収益 200,000
    設備診断事業収入 600,000
その他事業収益 770,000
　　情報交換事業収益 770,000

受取負担金 330,000
受取負担金 330,000
　　総会懇親会受取負担金 330,000

雑収益 50,400
受取利息 400
雑収益 50,000

8,450,400合　　　計
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（第４号議案） 
 
 

共同事業推進委員会について 
 
 
 第３回理事会（Ｈ２５．７．２６開催）において共同事業推進委員会についての 
検討が行われ、「平成２６年度からは、共同事業推進委員会の名称を使用しないで、 
現共同事業推進委員を廃止して技術委員会委員とする。技術委員会委員の増員。 
今年度は現状のままとする。」(議事録より抜粋)とする決議がされている。 
しかし、その時点での検討が十分であったとは言えないため再度の検討をする。 
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参考資料(第３回理事会資料) 
（議案３） 

 
 

共同事業推進委員会について 
 
 
 技術委員会においては、一般社団法人静岡県設備協会との共同事業を行う際、「共同

事業推進委員会」の名称を用いているが、この委員会は定款、規則又は規程に定めら

れた組織ではないことから、その有り方について検討を行う。 
 また、現在の共同事業推進委員会の一部構成メンバーには、技術委員会の委員以外

の会員がなっていることの妥当性についても併せて検討を行う。 
 

記 
 
１ 有り方の検討案 
 
案 内  容 メリット・デメリットなど 
１ これまで通り慣例的に共同事業推進委員会の

名称を用いる。 
根拠が不明確のまま。 

２ 共同事業推進委員会の名称を使用しない。  
３ 共同事業推進委員会と別の名称を用いる。  
４ 委員会規程で共同事業推進委員会を定める。 

常任委員会（総務・技術・広報・共同事業） 
技術委員会とは別組織となる。 

５ 共同事業を中部地区会の活動とする。 実態に即している。 
 
 
２ 構成メンバー 

技術委員会 共同事業推進委員会 備考 
佐野 富士雄 佐野 富士雄  
齊藤 隆幸 ―  
村上 善洋 ―  
永野 靖子 ―  
花村 吉晃 花村 吉晃  
中村 健一 ―  
鈴木 洋之 ―  

― 山森 繁  
― 多々良 公夫  
― 川端 猛真  
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（第５号議案） 
 
 

地区会について 
 
 

第３回理事会(H２５．７.２６開催)において地区会についての検討が行われ、 
「平成２６年度から地区会を廃止し、必要があれば有志による協会と関係のない 
任意組織とする。地区会規程は平成２６年２月の理事会で廃止の決議を行う。 
今年度は現状のままとする。セツビクラブと協会の関わりについては理事会で継続 
審議を行う。」(議事録より抜粋)とする決議がされている。 
しかし、その時点での検討が十分であったとは言えないため再度の検討をする。 
 

  【地区会の事業】 
１ 地域社会貢献事業 
（１）建築設備無料相談事業 

（原則ホームページ上での相談とするが希望がある場合には出向く） 
２ その他事業 
（１）ボランティア活動事業 
３ その他必要なこと 

 
 検討案 
（１）地区会について 

案 内  容 備  考 
１ 地区会を協会組織から切り離して有志による任意

組織とする。 
地区会規程の廃止 

２ 地区会を廃止する。 地区会規程の廃止 
３ これまで通りとする。  

  
（２）セツビクラブと協会の関わりについて 
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一般社団法人静岡県設備設計協会地区会規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人静岡県設備設計協会（以下「本法人」という。）が設置する地

区会の任務等に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

(地区会) 

第２条 地区会は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 東部地区会 

 (2) 中部地区会 

 (3) 西部地区会  

（構成員） 

第３条 地区会の構成員は、原則的に次に掲げるとおりとする。 

 (1) 東部地区会 富士川以東に事務所を設ける正会員 

 (2) 中部地区会 富士川以西及び大井川以東に事務所を設ける正会員 

 (3) 西部地区会 大井川以西に事務所を設ける正会員 

（任務） 

第４条 地区会の任務は、会長が各幹事長と協議して別に定める。 

（幹事） 

第５条 地区会に幹事長１名及び副幹事長１名を置き、構成員のうちから互選により選出する。 

２ 幹事長は、地区会の会務を総括する。 

３ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代行す

る。 

（会議） 

第６条 地区会の会議は、必要に応じ、幹事長が招集する。 

（活動記録） 

第７条 幹事長は、会議の開催等活動を行った都度、活動の概要を記載した活動記録を作成し、

理事会へ提出するものとする。 

 

（補則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は、一般社団法人静岡県設備設計協会の設立登記のあった日から施行する。  
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（第６号議案） 
 
 

会員の入会審査について 
 

 
下記の入会希望者の入会を認める。 
 
 
 

記 
 

 
 賛助会員   株式会社 初田製作所 
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（報告事項１） 
 

業務執行理事の職務執行状況報告について 
 
１ 根拠 
 
 【一般社団法人及び公益社団法人に関する法律】 

第９１条 次に掲げる理事は、理事会設置一般社団法人の業務を執行する。 
    一 代表理事 
    二 代表理事以外の理事であって、理事会の決議によって理事会設置一般社団

法人の業務を執行する理事として選定されたもの 
   ２ 前項各号に掲げる理事は、三箇月に一回以上、自己の職務の執行の状況を理

事会に報告しなければならない。ただし、定款で毎事業年度に四箇月を超える

間隔で二回以上その報告をしなければならない旨を定めた場合は、この限りで

はない。 
 【定款】 
  第２２条第３項 会長、副会長及び専務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔

で２回以上、自己の職務の執行を理事会に報告しなければならない。 
 
   注）会長は代表理事、副会長及び専務理事は業務執行理事として選定されたもの 
 
２ 今回の報告 
（１）期間 
   平成２５年７月２６日から平成２６年２月２７日まで 
（２）内容 
  ① 三ツ井会長 
    役員職務権限規程に基づき職務を適正に行った。 
     ２回の理事会の開催並びに３回のみなし理事会の決議事項の提案、第１９回

北陸・甲信越・中部ブロック会議への出席、国土交通省中部地方整備局営繕部

との意見交換会への出席を行った。 
 
  ② 美和副会長 
    役員職務権限規程に基づき会長を補佐し、職務を適正に行った。 
 
  ③ 白井副会長 
    役員職務権限規程に基づき会長を補佐し、職務を適正に行った。 
 
  ④ 山森専務理事 
    役員職務権限規程に基づき会長を補佐し、また事務局の会計処理を検査し、職 

務を適正に行った。 

19



（報告事項２） 
 
 

設備設計協会（東海４県）との意見交換会について 
 
 
１ 日 時 
  平成２６年２月６日（木）１４時～１６時 
 
２ 会 場 
  名古屋合同庁舎第２号館 ４階会議室 
 
３ 参加者（当協会） 
  三ツ井会長、美和副会長 
 
４ 会議内容 
 
  議事次第及び添付資料のとおり 
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平成２５年度 設備設計協会(東海 4 県)との意見交換会 

 
日時：平成２６年 ２月 ６日（木）14：00～16:00 
場所：名古屋合同庁舎第２号館 ４階会議室 

 

議 事 次 第 

 
開  会       
 
挨  拶    国土交通省中部地方整備局 営繕部 営繕品質管理官         
 
議  題 
１．大津波を考慮した官庁施設の機能確保について 

（官庁施設総合耐震・対津波計画基準の制定等） 
 
２．中部地方整備局 営繕部における入札・契約について 

   ・設計業務等における参加・入札状況 
   

3．平成 2５年度公共建築設計懇談会について（本省版 全国会議） 
 
４．提出議題及び意見交換 
・各県協会における業界の最近の状況について 
・提出議題 

 
閉  会                                                                        
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（報告事項３） 
 

特記仕様書作成事業収支計算書（案）について 
 
 

特別委員会を立ち上げて、（一社）静岡県建築士事務所協会と協力しながら、     

約一年半で環境にやさしい特記仕様書が完成し、昨年県内３会場で講習会を開催した。 
１月１８日の特別委員会では、委員会の役割が終了したことを確認し、委員会を解散 
した。 
ここに、特記仕様書作成事業収支計算書（案）を報告する。 
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収入

科目 予算額 決算額 差異 備考

講習会収益金 0 35,600 -35,600 19名×@1,874

25年度予算計上額 180,000 180,000 0 会議費72,000、旅費交通費108,000

合　　計 180,000 215,600 -35,600

＊＠1,874×１９名は士事協の講習会決算書による計算

支出

科目 予算額 決算額 差異 備考

会議費 72,000 28,365 43,635

委員慰労会 (28,365) 8名

旅費交通費 108,000 67,000 41,000

5月２４日 委員会 (20,500) 特別委員会

5月 ２8日 委員会 (10,500) 士事協

8月  20日 委員会 (10,500) 士事協

  　　 1月  18日 委員会 (15,000) 特別委員会(含む慰労会)

H24年９月５日委員会 (10,500) 士事協

講習会補助費 0 18,000 -18,000 @2,000×９名

合　　計 180,000 113,365 66,635

収入合計215,600円-支出合計１13,365円=残額102,235円

＊Ｈ２４．９．５の委員会交通費の処理を含む

＊委員会交通費及び慰労会費用を含む

　　　　　　報告日　　平成２６年１月３１日

　　　　　　報告者　　山　森　　繁

特記仕様書作成事業収支計算書(案)

(平成２５年４月１日～平成２６年１月３１日)
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１.事業内容： 「環境にやさしい（機械・電気）設備特記仕様書」
「環境にやさしい建築工事特記仕様書」
「木造・鉄筋コンクリート構造・鉄骨構造　構造特記仕様書　改訂版」

２.日時・場所 西部会場：平成25年10月16日(水)　アクトシティ浜松　研修交流センター62研修交流室
東部会場：平成25年10月24日(木)　三島市民文化会館　大会議室
中部会場：平成25年10月30日(水)　ペガサート静岡　6Fプレゼンルーム

時間：13時30分～16時20分終了予定

３.内訳

科目 予算額 決算額 備考

収入の部 東部 中部 西部 申込者数合計　130名

講習会収入 参加費収入(会員) ¥5,000 30名 40名 30名 500,000 605,000 【会員】121名

参加費収入(非会員) ¥9,000 10名 10名 10名 270,000 81,000
東:33名　中:53名　西:35
名
【非会員】9名

※会員：士事協、設備設計協会、鐵鋼組合 東:4名　中:4名　西:1名

770,000 686,000

支出の部

会場費 アクトシティ浜松　研修交流センター　62研修交流室 35,000 25,610

三島市民文化会館　大会議室 15,000 5,385

ペガサート静岡　6Fプレゼンルーム 25,000 23,460

講師・委員 講師（講師料・旅費） 140,000 85,200 講師料￥5,000　各会場4名

委員（日当･旅費） 110,000 61,700 日当￥2,000

テキスト・CD代 CD（350枚） 単価395円(税抜) 220,000 145,163

特記仕様書・標準図（各350部） 120,000 85,627

通信費 案内FAX、その他資料コピー等 30,000 8,855

雑費 お茶代、荷物着払代 25,000 1,370

予備費 50,000

770,000 442,370

事業収益 243,630

一人当たりの収益　243,630÷130名＝1,874円

設備関係者19名×1,874円＝35,600円

収入合計

支出合計

建築・設備特記仕様書、構造標準図合同解説講習会　　　予算・決算書

摘要

備品含む
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（報告事項４） 
 
 

平成２５年度法人税について 
 
 
  今年度、静岡県の委託事業として、「静岡県防災拠点施設における設備診断業務」

を実施し、その委託料１５，３００，０００円に対して、法人税が掛かるものなのか

を税理士事務所に尋ねたところ、 
  ・この委託事業が単発である。（継続性がない、事業所がない） 
  ・協会の目的、本来の活動に沿ったものであり、公益性がある。 
   という所から見れば、収益事業とは言えない。 
しかし、金額が大きい、また、広報誌作成に係る広告料を収益事業として、すでに 
法人税を納めていることから今回の事業にも税金が掛かる可能性は高いとの回答をも

らった。 
法人税に対する手続きは、今回尋ねた税理士事務所に諸手続きをお願いする。 
 
税理士事務所   小長井税理士事務所  税理士 小長井 剛 
         静岡市葵区新通１-３-７ 
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（報告事項６） 
 

委員会報告について 
 
 
１ 報告期間 
  平成２５年１１月１１日から平成２６年２月２７日 
 
２ 報告内容 
（１）総務委員会 
  ・会員研修会を平成２５年１１月１５日（金）にグランディエールブケトーカイ 
   において開催した。 
   講演:「海と魚と放射能」講師:（公財）海洋生物環境研究所 渡部輝久 先生 
   参加者 講演会 ６７名 懇親会 ５５名 
  ・建築五団体賀詞交歓会を平成２６年１月２４日（金）にホテルアソシア静岡に 
   おいて開催した。 
   参加者 全体 ２８６名（配付名簿より）設備設計協会 ７２名 
   なお、来年度から（公社）静岡県建築士会が五団体から抜ける事が決定してい

るため、今後の開催については各団体の代表が検討をすることとなっている。 
 
（２）技術委員会 
  ・第３回共同事業推進委員会を平成２５年１１月２９日（金）に開催し、 
   技術講習会開催について検討した。 
  ・技術講習会（共同事業推進委員会）を平成２６年２月１４日（金）に静岡市の

産学交流センターにおいて開催した。 
 
（３）広報委員会 
 
 
（４）特別委員会 
  ・第２回特別委員会を平成２６年１月１８日（土）に開催し、特記仕様書の完成

に基づいて特別委員会の解散を確認した。 
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平成２５年度一般社団法人静岡県設備設計協会会員研修会 

次   第 
 
                     

日 時：平成２５年１１月１５日（金） 
                        １５：３０～１９：３０ 

会 場：グランディエールブケトーカイ 
 

司会：総務委員長 名波 睦生 
 
 
Ⅰ 講演会（１５：３０～）４階ワルツ 
 

１ 開 会 
 

２ 挨 拶 （一社）静岡県設備設計協会会長 三ツ井 幹雄 
 

３ 講 演   
（１）演 題 海と魚と放射能 
         

 （２）講 師 公益財団法人海洋生物環境研究所 
         研究参与 渡部 輝久 先生 
 
 ４ 閉 会 
 
 
Ⅱ 懇親会（１７：３０～）２４階コスモス 
 
 １ 開 会 
 
 ２ 挨 拶 （一社）静岡県設備設計協会会長 三ツ井 幹雄 
 
 ３ 乾 杯  セルコ株式会社 代表取締役社長 西川 昌宏様 
  

   （懇 親） 
                                                

 ４ 中締め （一社）静岡県設備設計協会副会長 美和 静男 
 
 ５ 閉 会 
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記録 佐野

１７：００～ 場所 (一社)設備設計協会事務所

出席者

花村 山森 多々良 川端 佐野 渡辺 木村 竹内

事務局 福島さん

１．技術講習会について

(1)講演内容の確認（タイトル・講演時間等）

A.一部の【仮称　建築確認における設備留意点】について

　・講演名は【建築確認における設備の留意点】とする。（要再確認）

B.二部の【仮称　静岡ガス社屋におけるCASBBE検証】について

　・静ガス大川氏からの要望により【静ガス本社ビル　ネット・ゼロ・エネルギー推進化事業性能検証業務】とする。

　・講師は日建設計の方が行う。

　・講演前に静ガスからご挨拶をいただく。

(2)応募の時期、配信先等について

　・応募期間は平成26年1月8日配信、24日締切。

　・設備協会は中部支部会員。募集人数により全会員。設備設計協会は正会員ないしは賛助会員。

　・官庁関係は各々関係者がご案内をする。

(3)会場準備・その他

　・講師用お礼、受講者用お茶(ペットボトル)は福島さんが用意する。

　・司会は設備協会の渡辺さんが行う。

　・当日の集合時間は13:00とする。

(4)まちづくりに提出する質問事項の確認

　・現在提出されている議題に若干加える。

　・主題はあくまでも【指摘の多い事案】についてお話いただく。

　・12月13日10:00に木村さんと佐野がまちづくりに伺って最終確認を行う。

(5)次回の委員会開催日

　・次回委員会は無。

平成２5年11月29日（金）

第三回共同事業推進委員会

(一社)静岡県設備設計協会 (一社)静岡県設備協会
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事業報告 
平成２５年度共同事業技術講習会 

 
日 時：平成 26 年 2 月 14 日（金曜日）14 時 00 分～16 時 30 分  
場 所：静岡市産学交流センタープレゼンテーションルーム  
受講者：71 名    当協会参加者：39 名（事務局１名） 

正会員、賛助会員以外に静岡県、静岡市、富士市等の官庁関係者、施工業者など

多方面からの御参加をいただき、質疑応答を含む有意義な講習が行われた。 
講 習： 
＜第一部＞ 

演題：『建築確認における設備の留意点』 
講師：一般財団法人静岡県建築住宅まちづくりセンター営業本部技監 鈴木敬三様 
概要：換気設備、排煙設備、非常照明設備など、予め出典された質疑にそって説明・解

説が行われた。建築確認行為に係る実務内容であった。 
 
＜第二部＞ 

演題：『静岡ガス本社ビル ネット・ゼロ・エネルギー推進化事業 性能検証業務』 
講師：株式会社 日建設計設備設計部主管 田中宏明 様 
概要：エネルギー事業会社として環境・省エネへの取組を具現化した最新の建物の性能

評価及び検証をした内容を直接、設計者から説明をいただいた。 

38



（報告事項７） 
 
 

各地区会報告について 
 

１ 報告期間 
  平成２５年１１月１１日から平成２６年２月２７日 
 
２ 報告内容 
（１）東部地区 
 
 
（２）中部地区 
   第４回中部地区会  平成２５年１２月１４日（土） 
 
（３）西部地区 
   第２回西部地区会  平成２５年１２月６日（金） 
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記録 山森

日時 １５：００～ 場所 協会事務局

出席人数 １班 三ツ井 花村 山本 甲斐 名波 川端 泊

9人 ２班 コバヤシ モア Ｓouken 村上 山森 後藤 多々良

／１4人

64%

１．前回議事録の確認(川端） 平成２５年１０月１９ 日（土）開催分

２．理事会の報告(山森） 平成２５年１１月１５ 日（金）開催分

３．委員会報告

　■　総務･事業委員会（名波）

　　・H25年11月15日の会員研修会（講演会：海と魚と放射能及び懇親会）の報告

　　・H26年1月24日の建築五団体賀詞交歓会の進捗状況の報告

　　　※来年度以降の継続については、今後五団体の運営会議の状況を見ながら判断していく事としたい。

　■　技術･環境委員会（花村）

　　・H26年2月14日の共同事業委員会主催の技術講習会の説明

　　　※２部構成とする。

　　　　　　１部：建築確認申請に係る設備留意点

　　　　　　２部：静岡ガス本社ビルにおけるＺＥＢを目指した取り組み

　■　広報委員会（川端）

　　・特になし

４．その他

　　・無料相談の予定と実施報告

25年6月、7月、8月、9月、10月、11月、12月、なし。

　　　※最近相談が無い。　次年度に入ったらもう一度市担当者と相談して継続するか決定したい。

　　・分煙支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣ｻｰﾋﾞｽについて、引き続き実施します。

　　・県耐震業務の進捗状況についての報告

　　　（完成品は協会事務局で保管する予定であり、希望者には回覧出来るようにしたい）

　　※次回開催日　 平成２６年    月     日（土）　１３：３０より　　協会事務局（未定）

（日程は未定）

平成２５年度　第４回 中部定例会　記録

平成２５年１２月１４日（土）
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（報告事項８） 
 
 

 協会経理について 
 

時  期 普通預金 手元現金 
平成２５年４月末 ３，５１４，４５８   １３８，２９９ 

５月末 ３，５１０，１３５   １９５，６７０ 
６月末 ３，４４３，２０８   １２７，１８２ 
７月末 ２，５００，８５１   １２２，１１２ 
８月末 ２，３４８，３８４   １７８，００１ 
９月末 ２，１１６，０７１   １５３，２２０ 

１０月末 １，８７９，０２４    ９２，９５０ 
１１月末 １，４６４，２８９   １４３，８４２ 
１２月末 １，２４６，２１９   １０７，２０５ 

平成２６年１月末   ９３９，４５４   １０６，５６３ 
２月２０日現在   ９３２，２２３        ６８，０６５ 
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